
駿河区障害者相談支援連絡調整会議

	＜地域課題１　行動に障がいのある人への支援と福祉サービスの基盤整備について＞



	概要
	行動に障がいがあるために在宅生活が困難な方について、入所施設、短期入所などの受け入れ先がない。

	参考事例1
	２０歳　男子　療育手帳Ａ　支援区分６
　｢唾はき｣や他の利用者対し他害行動がある
特別支援学校高等部在学中より、父親から身体的虐待を受け、学校から児童相談所に通報があった。本人に重度の行動に障がいがあるために、一時保護所では対応できないことから、市外の成人入所施設を数ヶ所転々とした。
　18歳を過ぎてからも父親からの虐待は続いたため、障害者虐待として通報、コア会議を開催、障害者虐待事案として対応し、行政機関及び虐待防止センター職員が父親と面談するとともに、本人の高等部卒業後の支援体制について協議を行った。
　虐待通報後、２年が経過した。入所調整順位は上位であるが、他利用者と同室にできないこともあり、施設の空き状況は変化せず、未だ入所できていない。２ヶ所の生活介護事業所、居宅介護及び移動支援の利用等、重層的な支援によって、在宅生活を支えている現状であるが、夜間・早朝の時間帯の本人の不調や家族に対する過度な接触から、身体的虐待を受けたのではと推測されることもあり、状況の改善には至っていない。

　本人に関わる相談支援事業所としては、障害者支援施設入所者の地域移行の促進により、施設に空床ができることを期待しながら、現状のサービスを継続させていくことが精いっぱいであるが、本人の状況を知ってもらい、正式な入所につながるように、市外入所施設の日中一時支援や短期入所の送迎も行っている。

	課題解決への提案
	１　行動障がいが「入所の壁」となっている全市的な課題について、行動に障がいがある人が円滑に入所できるよう、専門的な人材の加配ができるようなモデル事業を構築する必要がある。
２　障害者施設入所支援だけではなく、短期入所等受入先の確保、グループホームの増床等の基盤整備が必要である。


	＜地域課題２　サービス等利用計画、障害児支援利用計画の充実について＞



	概要
	サービス等利用契約計画等作成の義務化に伴い、指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所も一定の増加（平成26年12月１日現在24箇所）が見られるが、事業所側としては、ほとんどが新規案件であり、アセスメントやサービス調整会議に手が取られ、新規申し込みを断る状況が続いている。加えて、利用者本人が望むサービス水準を達成するには、現状の障がい福祉サービスでは不十分であり、特に重度の障がいを持つ方については、事業所の選択に大きな困難を感じている。
また、事業所の置かれた状況に個別支援計画が影響されるため、総合的な計画であるサービス等利用計画と各事業所の作成する個別支援計画との調整ができていない事例やサービス等利用計画を支給決定の参考とするとの理由から、現に支給見込みのないサービスの記載は、行政から疑義をはさまれるなどの事例もある。
　移行措置終了後の平成27年度以降について、サービス等利用計画が作成できない場合は、市町村による代替プランの作成が国から提示されているが、利用者本人が望むサービス等利用計画の作成について懸念されるところである。

	課題解決への提案
	１　サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の策定状況、困難事例、利用者が望んでもサービス給付に至らなかった事例等についてアンケート調査を行い、課題の整理に努める。

２　上記アンケート結果を参考に、サービス等利用計画、障害児支援利用計画の課題について、行政区連絡調整会議を活用し検討する。



